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1.  21年2月期の連結業績（平成20年2月21日～平成21年2月20日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年2月期 176,007 △2.8 26,611 △19.0 26,805 △18.8 14,788 △16.2
20年2月期 181,076 4.4 32,863 △19.8 33,014 △19.5 17,653 △14.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率

営業収益営業利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年2月期 94.29 94.28 9.1 3.1 15.1
20年2月期 112.52 ― 11.1 3.9 18.1

（参考） 持分法投資損益 21年2月期  21百万円 20年2月期  38百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年2月期 854,193 181,901 19.0 1,036.35
20年2月期 862,061 183,336 18.9 1,040.97

（参考） 自己資本   21年2月期  162,535百万円 20年2月期  163,262百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年2月期 45,709 △698 1,537 60,202
20年2月期 △7,094 △8,768 6,434 15,753

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年2月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00 6,274 35.5 3.9
21年2月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00 6,273 42.4 3.4
22年2月期 

（予想）
― 15.00 ― 25.00 40.00 50.2

3.  22年2月期の連結業績予想（平成21年2月21日～平成22年2月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

83,000 △6.3 12,500 △18.5 12,100 △22.0 5,700 △19.4 36.34

通期 172,000 △2.3 27,400 3.0 27,400 2.2 12,500 △15.5 79.70



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年2月期 156,967,008株 20年2月期 156,967,008株
② 期末自己株式数 21年2月期  131,823株 20年2月期  130,405株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年2月期の個別業績（平成20年2月21日～平成21年2月20日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年2月期 117,216 △3.5 14,080 △28.5 16,289 △26.9 12,192 △13.6
20年2月期 121,530 △2.9 19,685 △35.4 22,275 △29.6 14,106 △21.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年2月期 77.74 77.73
20年2月期 89.92 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年2月期 660,946 145,093 21.9 924.97
20年2月期 653,702 142,601 21.8 909.24

（参考） 自己資本 21年2月期  145,068百万円 20年2月期  142,601百万円

2.  22年2月期の個別業績予想（平成21年2月21日～平成22年2月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）取扱高は、第2四半期累計期間1,320,000百万円（対前年同期増減率0.6％）、通期2,760,000百万円（対前期増減率0.6％）を見込んでおります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想は本資料の発表日現在における将来の見通し、計画の基となる前提、予測を含んで記載しており、実際の業績は今後様々な要因によって上記
予想と異なる結果になる可能性があります。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

56,000 △4.2 7,200 △18.0 7,900 △21.1 5,000 △13.7 31.88

通期 117,500 0.2 15,500 10.1 17,200 5.6 10,500 △13.9 66.95



１．経営成績 
(1)経営成績に関する分析 

・当期は、世界的な原油・資源価格の乱高下に加え、国際金融市場の混乱、為替の急速な円高への進行など、大変

厳しい経営環境となりました。また、雇用情勢の悪化や株価の低迷等、景気の先行き不透明感が増したことで、

 消費者心理は急激に悪化しており、個人消費への影響が顕在化してまいりました。 

・このような経営環境において、当社では、「クレジットカード事業の競争力強化」、「新たな収益源の確立」、

「海外事業の拡大」といった重点実施事項に積極的に取り組むとともに、ローコストオペレーションの推進により

 経費削減に取り組みました。 

・クレジットカード事業におきましては、提携先企業やインターネットを通じた会員募集に加え、新規提携カードの

  発行による新たな顧客層の拡大に取り組んだことにより、連結の会員数は１３５万人純増の２,００３万人に

 拡大させることができました。  

・また、電気・ガス・水道等の公共料金、放送受信料や病院等の加盟店開発を強化し、日常生活で、いつでも、

 どこでも、便利にご利用いただけるカードとして、稼働率を向上させることができました。 

・新規事業の取り組みとしましては、ＷＡＯＮの加盟店開発による電子マネー事業の拡大、イオン銀行口座開設業務

 をはじめとした銀行代理業の強化、グループ企業のコールセンター業務受託開始など、新たな収益源の育成による

 事業構造の転換に取り組みました。 

・海外事業では、香港・タイ・マレーシアの上場会社を中心に、主力事業であるクレジットカード事業、および

 保険代理店事業、サービサー事業等のクレジット周辺事業を強化するとともに、インドネシア、ベトナム等、新たな

地域での事業拡大を図りました。 

・以上の結果、連結業績は、取扱高が３兆７４０億２５百万円(前期比１１１．５％)と順調に拡大いたしましたが、

与信基準の厳格化や、経済環境の悪化によるキャッシング需要の低下、為替の影響等により、営業収益は１，７６０

億７百万円(前期比９７．２％)となりました。その結果、営業利益は２６６億１１百万円(同８１．０％)、経常利益

は２６８億５百万円(同８１．２％)となりました。また、保有株式売却等による特別利益１２１億６８百万円の計上

と、貸倒引当金見積方法の変更等に伴う特別損失８６億９百万円を計上した結果、当期純利益は１４７億８８百万円

(同８３.８％)となりました。なお、単独業績は、営業収益１，１７２億１６百万円(前期比９６.５％)、営業利益

  １４０億８０百万円(同７１．５％)、経常利益１６２億８９百万円(同７３．１％)、当期純利益１２１億９２百万円

  (同８６．４％)となりました。 

  

［国内事業］ 

＜クレジットカード事業の競争力強化＞ 

・当期は、イオンカードを中心とした会員募集を継続して強化するとともに、「イオンＳｕｉｃａカード」、

「コスモ・ザ・カード・オーパス」等に加え、株式会社日本航空との「イオンＪＭＢカード」やスポーツクラブを

展開する株式会社ルネサンスとの「イオンルネサンスカード」を発行し、男性・若年層といった新たな顧客層の開拓

 に取り組みました。 

・また、クレジット、キャッシュカード、電子マネーの特典、機能を１枚に集約した、たいへん便利な

 「イオンカードセレクト」の発行を開始いたしました。 

・これらの取り組みにより、会員数を１１５万人純増の１,６９７万人に拡大することができました。 

・カード取扱高拡大の取り組みといたしましては、毎月５日・１５日・２５日のご利用でポイントが２倍たまる

「お客さまわくわくデー」の開始、ゴールドカードの特典として「イオンラウンジ」を１１１店舗に拡大するとと

 もに、羽田空港エアポートラウンジのご利用開始等、お客さまサービス・特典の強化を図りました。 

・新しい商品、サービスとして、リボ払い専用カード「イオンスマートペイカード」の会員募集強化に加え、

「リボときめき５倍デー」の実施、イオン銀行ＡＴＭでの随時返済サービスの開始等に取り組みました。

・これらの取り組みにより、当期末の稼働会員数は ９１万人増の１，０２３万人となり、カードショッピング取扱高

 は２兆３０８億９８百万円（前期比１１３．３％）と順調に拡大させることができました。 

   



 ＜新規事業への取り組み＞ 

・電子マネー事業では、より一層の利便性向上に向けて、株式会社吉野家、郵便事業株式会社、株式会社

ファミリーマート等、外部企業との業務提携を積極的に展開するとともに、商業施設や商店街の加盟店開発を推進

し、地域通貨としての展開も本格化いたしました。これらの取り組みにより、ＷＡＯＮの発行枚数は４７０万枚増の

 ７７０万枚となり、取扱高も順調に拡大させることができました。 

・銀行代理業では、当社スタッフによる口座募集を全国に拡げ、積極的な募集拡大を図りました。また、信用保証

 事業では、カードローンに加え、リフォームローンの取り扱いを開始いたしました。 

・あわせて、ＷＡＯＮ、イオン銀行の問合せ受付業務に加え、新たにイオン銀行のカード発券業務や口座開設業務の受

託を開始し、事務代行事業の拡大に取り組んでおります。 

・インターネット事業では、ネットを通じた会員募集や、各種ローンのお申込受付を継続して強化するとともに、当

社ＷＥＢサイトのリニューアルによる利便性向上や、ネット通販ご利用時にポイント付与率が優遇される専用サイト

「ときめきポイントＴＯＷＮ」を開設いたしました。 

  

＜国内関連企業の取り組み＞  

・グループの保険代理店部門を統合したイオン保険サービス株式会社では、保険ショップ、ダイレクトメール、

インターネットなど、それぞれの事業で培った販売チャネル、ノウハウを活用し、シナジーの創出に取り組んだ

 結果、当期の営業収益は３８億２６百万円（前期比３３６．７％）と大幅に拡大することができました。 

・エー・シー・エス債権管理回収株式会社では、社会保険庁の国民年金納付督励業務や公共料金等の集金代行

 業務の受託拡大に取り組んだ結果、当期の営業収益は２３億１１百万円（前期比１１８．６％）と順調に推移いたし

ました。 

  

＜経営体質の強化＞ 

・金利上昇リスクへの備えと安定した資金調達を目的として、継続して長期固定資金の調達に取り組むとともに、金融

 機関とのコミットメントラインを従来の１００億円から２,０００億円に拡大いたしました。 

  

［海外事業］ 

＜中国・香港での事業＞ 

・香港のイオンクレジットサービス（アジア）（AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.）では、１０３万人のカード会

員に向け、加盟店と一体となった利用促進企画を継続いたしました。また、審査、債権管理、コールセンターなどの

 後方業務を深圳へ完全移管し、中国、香港における企画中枢を担う体制を構築いたしました。 

・なお、保険代理店事業のイオンインシュランスブローカー（香港）（AEON INSURANCE BROKERS(HK)LTD.）を新たに設

立し、これまでのカード会員さま向けの個人保険に加え、提携先企業の各種保険ニーズに合わせた保険販売を強化し

てまいります。 

・これらの取り組みにより、当期の香港での営業収益は１２億５５百万香港ドル(前期比１０４．２％)となりました。

・深圳、広州、北京では、イオン信用担保（中国）（AEON CREDIT GUARANTEE(CHINA)CO.,LTD.）による審査、債権管理

業務のノウハウを活用した現地イオン店舗が発行するハウスカードの保証業務を開始いたしました。 

  

＜タイでの事業＞ 

・イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.）では、提携先企業での会員募集の強化

に加え、インターネットを通じた会員獲得に取り組み、カード会員数を１２万人増の１７６万人に拡大いたし

 ました。なお、タイにおけるハウスカード会員数は、４４万人増の３３８万人に拡大しております。  

・保険代理店事業では、カード会員情報を活用したテレマーケティングやタイ全土に拡がる営業拠点での対面販売を

推進したことにより、保険契約数は７２４千件と大幅に拡大させることができました。また、リース事業では、法人

向け自動車リースの契約台数が、累計１,５００台に増加したことに加え、個人向けのレンタカーサービスを開始い

たしました。さらに、サービサー事業では、外部債権の受託を開始し、黒字化を達成するなど、クレジット周辺事業

 の業容拡大を着実にはかることができました。 

・これらの取り組みにより、当期のタイでの営業収益は１０５億７３百万バーツ(前期比１１４.２％)と順調に拡大い

 たしました。 

  



＜マレーシアでの事業＞ 

・イオンクレジットサービス（マレーシア）（AEON CREDIT SERVICE(M)BERHAD）では、イオンカードを中心とした会員

募集を強化するとともに、高速道路、電車、バス等の交通機関にてご利用可能な「タッチ・アンド・ゴー・カード」

との一体型申込書の導入やオートチャージ機能の追加等、利便性向上に取り組み、カード会員数を３万人増の１２万

人に拡大いたしました。 

・また、お客さまへのサービス向上と、より一層のローコストオペレーション体制を確立するため、新たに業務

 センターを、全国４ヶ所に開設いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は、２億２８百万リンギッド(前期比１２１．８％)と着実に成長を遂げて

 おります。 

＜台湾での事業＞ 

・台湾では、クレジットカード事業において、現地大手流通グループとの提携カードをはじめとした新規提携カードの

発行による会員獲得の強化や、台北市水道料金のカード決済を開始するなどカードの利便性向上に努めた結果、

カード会員数を１２万人に拡大いたしました。また、ハイヤーパーチェス事業では、家電や家具に加え、モーター

 サイクルの取り扱いを開始するなど業容拡大に取り組み、着実に黒字化を定着させることができております。 

  

＜新たな国での事業＞  

・インドネシアでは、現地大手量販店をはじめ、加盟店との共同企画の開催や販促物を活用した取り組みを

 継続して強化し、ハイヤーパーチェス事業の業容を拡大しております。 

・ベトナムでは、ＡＣＳトレーディング（ベトナム）（ACS TRADING VIETNAM CO.,LTD.）を設立し、６月よりホーチミ

ン市にて日系企業初の割賦販売事業を開始しております。 

  

＜次期の見通し＞ 

・世界的な景気の悪化を背景とした個人消費の低迷に加え、貸金業法、割賦販売法といった関係法令の改正への対応 

等、引き続き厳しい経営環境が続くものと考えております。 

・このような中、事業構造の転換を加速させるため、電子マネー事業、銀行代理業、インターネット事業等の新規事業

 に集中して経営資源を投入してまいります。 

・また、クレジットカード業務で培ったコールセンター、カード発行、審査、債権管理、保証等のノウハウを活かし、

後方業務をグループ企業から受託するなど、フィービジネスの拡大に努めてまいります。 

・クレジットカード事業では、引き続き、新たな顧客層の拡大に取り組むとともに、グループ店舗との共同企画実施

や、商品毎のポイント付与サービスの導入によるカード稼働率の向上等、競争力強化に向けて取り組んでまいりま

 す。 

・さらに、保険代理店事業、サービサー事業等のクレジット周辺事業の業容を拡大し、クレジット事業を中心とした

 幅広い金融サービスを提供してまいります。 

・海外では、香港、タイ、マレーシアで、クレジットカード事業に加え、保険代理店事業、サービサー事業等の

クレジット周辺事業を強化するとともに、中国イオン現地法人が発行する「イオンカード」の会員募集、審査、

カード発券業務、信用保証受託の拡大によるフィービジネスの確立に努めてまいります。また、新たな地域での事業

基盤構築に加え、海外各社の共通システム開発や会員特典の共通化等、アジアＮＯ．１ブランドの確立を目指し、

 連結業績の業容拡大に努めてまいります。 

  

［２０１０年２月期の業績予想］ 

  

  連結業績予想 前期比 単独業績予想 前期比 

営 業 収 益 １，７２０億円 ９７．７％ １，１７５億円 １００．２％

営 業 利 益 ２７４億円 １０３．０％ １５５億円 １１０．１％

経 常 利 益 ２７４億円 １０２．２％ １７２億円 １０５．６％

当 期 純 利 益 １２５億円 ８４．５％ １０５億円 ８６．１％



 (2)財政状態に関する分析 

当連結会計年度はクレジットカード事業の取扱高が拡大したことにより割賦売掛金等が順調に増加いたしましたが、

カードショッピング債権の流動化を１，４３６億３６百万円実施したことにより割賦売掛金は前期末と比較して

４１９億５７百万円減少し２，４５３億７８百万円となりました。また、純資産は為替の影響等により前期末と

比較して１４億３５百万円減少し１，８１９億１百万円となりました。 

  

〔当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー〕  

・営業活動によるキャッシュ・フローは国内外でのカード事業の拡大により営業債権が増加しましたが、１，５３９億

 ５９百万円の流動化を実施したことにより４５７億９百万円の収入となりました。 

・投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券売却で１０８億７３百万円の収入がありましたが、新規事業や新

たな収益源等の投資や多様化する顧客ニーズとボリューム拡大に対応するシステム投資を継続して行い、６億９８百

万円の支出となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは順調な取扱高の拡大に対応するための安定的な資金確保と将来の金利上昇

リスクに備え長期借入等による資金調達を１，０１０億３４百万円実施するとともに、社債の償還及び長期資金の

 返済を９５５億３百万円行ったことなどにより１５億３７百万円の収入となりました。 

  

 これらの取り組みにより当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は前連結会計年度末と比較し４４４億４８百万

 円増加し６０２億２百万円となりました。 

  

(3)環境保全・社会貢献活動 

 当社は、企業市民として社会的責任を果たし、企業価値を継続的に高めるため、環境保全・社会貢献活動に積極的

 に取り組んでおります。 

・特に地球温暖化問題は国民的な課題であり、企業にとっても具体的な行動が要求される喫緊の課題であると認識

し、環境ＩＳＯ１４００１のマネジメントシステムに基づく業務フローの見直しにより、エネルギー使用量の削減

に努め、２０１２年のＣＯ２排出量を２００６年度比で３０％削減する「イオン温暖化防止宣言」の目標達成に

取り組んでおります。また、北海道・支笏湖(しこつこ)、沖縄・南風原(はえばる)、中国・万里の長城、

 マレーシア・パヤインダ自然公園をはじめとする国内およびアジアの１８ヶ所において植樹活動を行いました。 

 ２００９年度におきましても、これらの取組を継続するとともに、インターネットで閲覧出来る機能によるご利用

明細書のペーパーレス化をはじめとしたＩＴを活用した省エネ・省資源への投資拡大等、積極的にＣＯ２の排出

 削減に取り組むことで、地球温暖化防止に貢献してまいります。 

・社会貢献活動といたしましては、全国４２ヶ所の社会福祉施設とのボランティア交流や、全国の事業所周辺の清掃

活動を実施したほか、２４時間テレビ「愛は地球を救う」キャンペーンに賛同して従業員による募金活動を実施

 し、多くのお客さまからご協力をいただくことが出来ました。 

・さらに、当社はイオングループの一員として、環境保全と社会貢献活動を行う「イオン１％クラブ」に税引き前

利益の１％を毎年拠出しております。当期は、ラオスの学校建設や日本・アジアで学ぶ留学生への就学支援、

地雷・クラスター爆弾廃絶のための活動支援、中国四川省地震の緊急支援等、当社が事業を展開するアジア各国を

 中心とした環境保全・社会貢献活動に取り組みました。 

   

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

 営業活動によるキャッシュ・フロー       △7,094           45,709             52,803

 投資活動によるキャッシュ・フロー       △8,768            △698             8,069

 財務活動によるキャッシュ・フロー        6,434             1,537            △4,897

 現金及び現金同等物に係る換算差額              △687           △2,184            △1,496

 現金及び現金同等物の増加（△減少）額            △10,116           44,363            54,479

 吸収分割に伴う現金及び現金同等物の増加額                  －                85                 85

 現金及び現金同等物の期首残高         25,869            15,753           △10,116

 現金及び現金同等物の期末残高         15,753           60,202            44,448



(4)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要施策と位置付け、株主の皆さまへの適正な利益配分を実施する

とともに、事業拡大や生産性向上を実現するための内部留保資金の確保を行い、企業競争力を高めることを基本方針と

しております。 

 

［配当予想］ 

２０１０年２月期の配当金につきましては、中間配当金１５円、期末配当金２５円、年間配当金は４０円を予想して

おります。 

 

２００９年２月期 

１株当たり配当金 

２０１０年２月期予想 

１株当たり配当金 

中間配当金 １５円 １５円 

期末配当金 ２５円 ２５円 

年間配当金 ４０円 ４０円 



２．企業集団の状況 
（1）当社グループは、当社及び連結子会社21社並びに持分法適用関連会社1社で構成され、当社の親会社であるイオ

ン株式会社を中核にグループ各社が一体となり、それぞれの地域においてクレジットカードを中心とした「金融

サービス事業」を展開しております。あわせて、「その他の事業」としてコールセンター、保険代理店事業等の

拡充に努め、各社が連携してお客さまと直結したサービスの提供に取り組んでおります。 

（2）当社グループの事業概要及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。  

  

（注）1．イオン保険サービス㈱は、平成20年2月21日付でイオン㈱及びイオンモール㈱の保険代理店事業を統合し、

エヌ・シー・エス興産㈱から社名変更いたしました。 

    2．AEON CREIDT TECHNOLOGY SYSTEMS（PHILIPPINES)INC.、ACS TRADING VIETNAM CO.,LTD.及びAEON INSURANCE 

BROKERS（HK)LIMITEDは会社設立により新たに連結子会社となっております。 

  



３．経営方針 
(1）会社の経営の基本方針 

当社は、「お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業」として、「お客さま第一」、「生活に密着した金融

サービスの提供」、「社会の信頼と期待に応える」、「活力あふれる社内風土の確立」を経営の基本方針とし、金融

サービスを通じたお客さまへの限りない貢献を永遠（ＡＥＯＮ）の使命と定めております。この基本方針に基づいた、

中期ビジョンは次のとおりであります。 

 「カード事業を核に、グローバルに活躍する金融サービス会社」 

 「提携先企業の成長に貢献するマーケティングインフラ提供会社」 

  

(2）目標とする経営指標 

当社は、企業価値の向上と継続的な成長を確保するため、自己資本比率を高めつつ、自己資本当期純利益率の向上を

目指しております。 

  

(3)中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社は、今後も厳しい経営状況が続くものと認識しており、以下の重点実施項目に取り組み、新たな成長領域の

確立と経営体質の強化に努め、企業の生産性を高めてまいります。 

①事業構造転換の推進 

銀行代理業、電子マネー事業、インターネット事業、プロセッシング事業等の新規事業に経営資源を投入し、

クレジットカード事業に次ぐ新たな収益源としての確立をはかってまいります。あわせて、保険代理店事業、

サービサー事業等の国内連結子会社によるクレジット周辺事業を拡大させてまいります。 

②クレジットカード事業の競争力強化 

新たな顧客層の開拓による新規会員の獲得強化、グループ店舗との共同企画実施や特典強化による稼働率

向上に加え、クレジット・電子マネーの加盟店精算代行業務の強化等による収益拡大に積極的に

取り組んでまいります。 

③海外事業の拡大 

香港、タイ、マレーシアでは、クレジットカード事業に加え、保険事業、サービサー事業、電子マネー事業など、

日本で培ったノウハウを活かしたビジネスモデルを拡大してまいります。あわせて、各国から周辺の成長国への

展開を推進してまいります。 

  



４．連結財務諸表 
(1）連結貸借対照表 

  

    
前連結会計年度 

（平成20年２月20日） 
当連結会計年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金      17,499      61,033   

２．割賦売掛金 ※1,2    287,335      245,378   

３．営業貸付金 ※1,2    503,720      483,527   

４．立替金      2,411      7,562   

５．前払費用      1,607      1,155   

６．繰延税金資産      16,549      16,795   

７．未収入金      15,461      19,153   

８．未収収益      11,099      11,104   

９．その他      2,032      2,999   

貸倒引当金      △47,896      △50,757   

流動資産合計      809,822  94.0    797,954  93.4

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物    2,759      2,628     

減価償却累計額    1,541  1,218    1,613  1,014   

(2）車両運搬具    2,759      3,726     

減価償却累計額    309  2,449    564  3,161   

(3）器具備品    18,951      15,886     

減価償却累計額    12,776  6,175    10,593  5,292   

有形固定資産合計      9,843  1.1    9,469  1.1

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア      8,089      11,424   

(2）電話加入権      44      46   

無形固定資産合計      8,133  0.9    11,471  1.4



  

    
前連結会計年度 

（平成20年２月20日） 
当連結会計年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※3    23,052      18,174   

(2）長期前払費用      6,222      7,710   

(3）繰延税金資産      1,209      4,781   

(4）差入保証金      3,189      2,359   

(5）その他      391      2,113   

投資その他の資産合計      34,066  4.0    35,140  4.1

固定資産合計      52,042  6.0    56,081  6.6

Ⅲ 繰延資産               

社債発行費      196      157   

繰延資産合計      196  0.0    157  0.0

資産合計      862,061  100.0    854,193  100.0

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金      82,158      91,542   

２．短期借入金      27,787      26,581   

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

     80,198      70,542   

４．１年以内償還予定の社
債 

     18,498      16,272   

５．コマーシャル・ペーパ
ー 

     659      －   

６．未払金      7,570      5,703   

７．未払費用      3,735      3,692   

８．未払法人税等      3,397      4,772   

９．前受収益      352      296   

10．預り金      2,022      5,630   

11．賞与引当金      382      359   

12．役員賞与引当金      51      15   

13．ポイント制度引当金      3,287      4,141   

14．その他      942      1,242   

流動負債合計      231,042  26.8    230,795  27.0



  

    
前連結会計年度 

（平成20年２月20日） 
当連結会計年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債               

１．社債      112,954      104,533   

２．長期借入金 ※2    323,009      321,981   

３．退職給付引当金      77      108   

４．利息返還損失引当金      8,540      11,936   

５．繰延税金負債      433      393   

６．その他 ※4    2,665      2,544   

固定負債合計      447,681  51.9    441,496  51.7

負債合計      678,724  78.7    672,292  78.7

                

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金      15,466  1.8    15,466  1.8

２．資本剰余金      17,053  1.9    17,052  2.0

３．利益剰余金      126,646  14.7    135,161  15.8

４．自己株式      △218  △0.0    △219  △0.0

株主資本合計      158,948  18.4    167,461  19.6

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

     4,355  0.5    767  0.1

２．繰延ヘッジ損益      △338  △0.0    △419  △0.1

３．為替換算調整勘定      297  0.0    △5,273  △0.6

評価・換算差額等合計      4,314  0.5    △4,926  △0.6

Ⅲ 新株予約権      －  －    25  0.0

Ⅳ 少数株主持分      20,074  2.4    19,340  2.3

純資産合計      183,336  21.3    181,901  21.3

負債純資産合計      862,061  100.0    854,193  100.0

                



(2）連結損益計算書 

  

    
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益               

１．総合あっせん収益    47,330      52,697     

２．個品あっせん収益    9,752      9,304     

３．融資収益    114,300      96,040     

４．業務代行収益    －      6,150     

５．融資代行収益    1,209      －     

６．償却債権回収益    2,896      2,366     

７．その他の収益    5,282      9,231     

８．金融収益               

受取利息    304  181,076  100.0  217  176,007  100.0

Ⅱ 営業費用               

１．販売費及び一般管理費               

(1）広告・販売促進費    11,226      11,259     

(2）ポイント制度引当金
繰入額 

   3,311      4,149     

(3）貸倒損失    2,357      4,720     

(4）貸倒引当金繰入額    40,210      28,046     

(5）役員報酬    357      345     

(6）従業員給与賞与    15,715      17,725     

(7）福利厚生費    2,974      2,405     

(8）役員賞与引当金繰入
額 

   51      15     

(9）賞与引当金繰入額    392      699     

(10）退職給付費用    206      218     

(11）利息返還損失引当金 
繰入額 

   6,522      9,765     

(12）通信交通費    10,379      10,917     

(13）租税公課    3,045      3,035     

(14）賃借料    4,989      5,555     

(15）ＣＤ運営費    2,371      631     

(16）支払手数料    10,739      14,203     

(17）減価償却費    5,317      6,060     

(18）システム運用費    2,243      2,971     

(19）その他    11,155  133,567  73.8  11,635  134,360  76.3

                



  

    
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

２．金融費用               

(1）支払利息    14,456      14,432     

(2）その他    189  14,645  8.1  602  15,035  8.6

営業費用合計      148,212  81.9    149,396  84.9

営業利益      32,863  18.1    26,611  15.1

Ⅲ 営業外収益               

１．受取配当金    149      151     

２．受取保険金    1      －     

３．負ののれん償却額    265      189     

４．持分法による投資利益    38      21     

５．その他    20  474  0.3  78  441  0.2

Ⅳ 営業外費用               

１．固定資産除却損    37      －     

２．事務所撤去費用    126      8     

３．為替差損    159      129     

４．貯蔵品処分損    －      53        

５．その他    1  324  0.2  55  246  0.1

経常利益      33,014  18.2    26,805  15.2



  

    
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 特別利益               

１．投資有価証券売却益    2,060      9,430     

２．投資有価証券償還益    -      2,705     

３．固定資産売却益 ※1  -      27     

４．持分変動利益    579  2,639  1.5  3  12,168  7.0

                

Ⅵ 特別損失               

１．貸倒引当金繰入額  ※2  －      6,564     

２．キャッシュディスペン
サー撤去関連損失 

※3  1,253      1,033     

３．投資有価証券評価損    －      618     

４．持分変動損失    －           351     

５．ソフトウェア除却損    63      －     

６．固定資産売却損 ※4  9      －     

７．その他    －  1,326  0.7  41  8,609  4.9

税金等調整前当期純利
益 

     34,327  19.0    30,364  17.3

法人税、住民税及び事
業税 

   14,656      12,658     

法人税等調整額    △2,259  12,397  6.9  △1,474  11,183  6.4

少数株主利益      4,276  2.4    4,392  2.5

当期純利益      17,653  9.7    14,788  8.4

                



(3）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自平成19年２月21日 至平成20年２月20日） 

当連結会計年度（自平成20年２月21日 至平成21年２月20日） 

  

  株主資本 評価・換算差額等
少数 
株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 

その他有
価証券評 
価差額金 

繰延
ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算 
差額等 
合計 

前連結会計年度末残高
（百万円）  15,466  17,053  115,270 △90 147,699 5,750 △42 2,104  7,812 17,099 172,611

連結会計年度中の変動
額             

剰余金の配当      △6,276   △6,276     △6,276

当期純利益      17,653   17,653     17,653

自己株式の取得       △128 △128     △128

自己株式の処分    0   0 0     0

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額) 

        △1,394 △295 △1,807  △3,498 2,974 △523

連結会計年度中の変動
額合計（百万円）  －  0  11,376 △128 11,248 △1,394 △295 △1,807  △3,498 2,974 10,724

当連結会計年度末残高
（百万円）  15,466  17,053  126,646 △218 158,948 4,355 △338 297  4,314 20,074 183,336

  
株主資本 評価・換算差額等   

 新株 
予約権 

  

少数
株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定

評価・ 
換算 

差額等 
合計 

前連結会計年度末残高
（百万円）  15,466  17,053  126,646 △218 158,948 4,355 △338 297  4,314  － 20,074 183,336

連結会計年度中の変動
額             

剰余金の配当      △6,273   △6,273     △6,273

当期純利益      14,788   14,788     14,788

自己株式の取得       △2 △2     △2

自己株式の処分    △0   1 0     0

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額) 

        △3,588 △80 △5,570  △9,240  25 △733 △9,948

連結会計年度中の変動
額合計（百万円）  －  △0  8,515 △1 8,513 △3,588 △80 △5,570  △9,240  25 △733 △1,435

当連結会計年度末残高
（百万円）  15,466  17,052  135,161 △219 167,461 767 △419 △5,273  △4,926  25 19,340 181,901



(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

    
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益    34,327  30,364

減価償却費    5,317  6,060

負ののれん償却額    △265  △189

貸倒引当金の増加額    40,210  34,610

ポイント制度引当金の増加額    546  871

利息返還損失引当金の増加額    1,551  3,395

退職給付引当金の増加額    37  30

受取配当金    △149  △151

投資有価証券売却益    △2,060  △9,430

投資有価証券償還益    －  △2,705

投資有価証券評価損    －  618

持分変動損益    △579  348

ソフトウェア除却損    63  －

キャッシュディスペンサー撤去関連
損失 

   1,253  1,033

持分法による投資利益    △38  △21

社債発行費償却額    29  38

割賦売掛金の減少（△増加）額    △39,037  5,163

営業貸付金の増加額    △44,311  △18,385

その他流動資産の増加額    △8,113  △11,361

買掛金の増加額    20,614  9,978

その他流動負債の増加額    2,572  2,430

役員賞与の支払額    △72  △45

その他    3,508  3,906

 小計    15,405  56,558

配当金の受取額    149  151

法人税等の支払額    △22,649  △11,001

営業活動によるキャッシュ・フロー    △7,094  45,709



  

    
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出    △795  △0

定期預金の払出による収入    1,775  761

有形固定資産の取得による支出    △5,291  △5,012

有形固定資産の売却による収入    19  320

無形固定資産の取得による支出    △3,082  △6,011

無形固定資産の売却による収入    1  36

投資有価証券の取得による支出    △441  △531

投資有価証券の売却による収入    2,864  10,873

投資有価証券の償還による収入     －  2,705

その他    △3,818  △3,839

投資活動によるキャッシュ・フロー    △8,768  △698

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額    △3,350  4,622

コマーシャル・ペーパーの純増減額    682  △602

長期借入れによる収入    90,617  89,893

長期借入金の返済による支出    △89,389  △77,413

社債の発行による収入    24,310  11,141

社債の償還による支出    △10,000  △18,090

自己株式の純増減額    △128  △1

少数株主への株式発行による収入    1,765  15

配当金の支払額    △6,276  △6,273

少数株主への配当金の支払額    △1,795  △1,730

その他    －  △23

財務活動によるキャッシュ・フロー    6,434  1,537

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額    △687  △2,184

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減少）
額 

   △10,116  44,363

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高    25,869  15,753

Ⅶ  吸収分割に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

   －  85

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1  15,753  60,202

        



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

   連結子会社数  18社 

   連結子会社名 

 1.エヌ・シー・エス興産㈱ 

 2.エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

 3.AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. 

 4.AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC． 

 5.AEON CREDIT SERVICE(M)BERHAD 

 6.AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN） 

CO.,LTD. 

 7.AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)  

CO.,LTD. 

 8.ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

 9.AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD. 

10.ACS INSURANCE BROKER（THAILAND） 

CO.,LTD. 

11.PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA 

12.AEON CREDIT GUARANTEE (CHINA)  

CO.,LTD. 

13.ACS LIFE INSURANCE BROKER(THAILAND) 

CO.,LTD. 

14.ACS SERVICING (THAILAND) CO.,LTD. 

(注)3 

15.Eternal 3 Special Purpose Vehicle  

Co.,Ltd. 

16.Horizon Master Trust(AEON 2006-1) 

17.Eternal 4 Special Purpose Vehicle  

Co.,Ltd. (注)4 

18.AEON EDUCATION AND ENVIRONMENT  

FUND LIMITED (注)5 

(注)1. エー・シー・エス・ファイナンス

㈱は、平成19年8月21日付で当社が

吸収合併したことにより消滅した

ため、連結範囲から除かれまし

た。 

(注)2. NIHON (HONG KONG) COMPANY  

LIMITEDは、会社清算により消滅し

たため、連結範囲から除かれまし

た。 

(注)3. ACS SERVICING (THAILAND)  

CO.,LTD.は、会社設立により、新

たに連結子会社となっておりま

す。 

(注)4. 債権流動化に伴いEternal 4  

Special Purpose Vehicle  

Co.,Ltd.を設立し、新たに連結子

会社として連結範囲に含めており

ます。 

すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

   連結子会社数  21社 

   連結子会社名 

 1.イオン保険サービス㈱ (注)1 

 2.エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

 3.AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.

 4.AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC． 

 5.AEON CREDIT SERVICE(M)BERHAD 

 6.AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN） 

CO.,LTD. 

 7.AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN) 

CO.,LTD. 

 8.ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

 9.AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD. 

10.ACS INSURANCE BROKER（THAILAND） 

CO.,LTD. 

11.PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA 

12.AEON CREDIT GUARANTEE(CHINA)  

CO.,LTD. 

13.ACS LIFE INSURANCE BROKER(THAILAND)

CO.,LTD. 

14.ACS SERVICING (THAILAND) CO.,LTD. 

15.AEON CREDIT TECHNOLOGY SYSTEMS  

(PHILIPPINES) INC. (注)2  

16.ACS TRADING VIETNAM CO.,LTD. (注)2 

17.AEON INSURANCE BROKERS (HK)        

LIMITED (注)2 

18.Eternal 3 Special Purpose Vehicle  

Co.,Ltd. 

19.Horizon Master Trust(AEON 2006-1) 

20.Eternal 4 Special Purpose Vehicle  

Co.,Ltd. 

21.AEON EDUCATION AND ENVIRONMENT  

FUND LIMITED 

(注)1. イオン保険サービス㈱は、平成20

年2月21日付でイオン㈱及びイオン

モール㈱の保険代理店事業を統合

し、エヌ・シー・エス興産㈱から

社名変更いたしました。 

(注)2. AEON CREDIT TECHNOLOGY SYSTEMS

(PHILIPPINES) INC.、ACS     

TRADING VIETNAM CO.,LTD.、AEON 

INSURANCE BROKERS (HK) LIMITED

は会社設立により新たに連結子会

社となっております。 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

  (注)5. AEON EDUCATION AND  

ENVIRONMENT FUND LIMITEDは、在

外子会社の連結範囲が変更になっ

たことに伴い、新たに連結子会社

となっております。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社に持分法を適用しており、その内

容は次のとおりであります。 

関連会社数   1社 

関連会社に持分法を適用しており、その内

容は次のとおりであります。 

関連会社数   1社 

  関連会社名 

  ジャスベル㈱ 

関連会社名 

  ジャスベル㈱ 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は以下の会社

を除き、連結決算日と一致しております。 

 1.AEON INFORMATION SERVICE  

(SHENZHEN) CO.,LTD. 

 2.ACS INSURANCE BROKER (THAILAND)  

CO.,LTD. 

 3.PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA 

 4.AEON CREDIT GUARANTEE (CHINA)  

CO.,LTD. 

 5.ACS LIFE INSURANCE BROKER  

(THAILAND) CO.,LTD. 

 6.ACS SERVICING (THAILAND) CO.,LTD. 

 7.AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN） 

CO.,LTD. 

 8.AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD. 

 9.ACS CAPITAL CORPORATION LTD. 

(注)1. 上記会社の事業年度末日は12月31

日であります。 

(注)2. AEON CREDIT SERVICE (TAIWAN)  

CO.,LTD.、AEON CREDIT CARD   

(TAIWAN) CO.,LTD.、ACS CAPITAL 

CORPORATION LTD．は当連結会計年

度より事業年度の末日を2月20日か

ら12月31日に変更しております。 

(注)3. 連結財務諸表作成にあたっては、

前連結会計年度まで、連結決算日

と異なる事業年度末日の会社は、

連結決算日で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりまし

たが、当連結会計年度より各社の

事業年度末日に基づく財務諸表を

使用しております。これにより、

連結財務諸表作成に使用した各社

の財務諸表の会計期間は10ヶ月と

なっております。 

連結子会社の事業年度の末日は以下の会社

を除き、連結決算日と一致しております。

 1.AEON INFORMATION SERVICE  

(SHENZHEN) CO.,LTD. 

 2.ACS INSURANCE BROKER (THAILAND)  

CO.,LTD. 

 3.PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA 

 4.AEON CREDIT GUARANTEE (CHINA)  

CO.,LTD. 

 5.ACS LIFE INSURANCE BROKER  

(THAILAND) CO.,LTD. 

 6.ACS SERVICING (THAILAND) CO.,LTD. 

 7.AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN） 

CO.,LTD. 

 8.AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD. 

 9.ACS CAPITAL CORPORATION LTD. 

10.AEON CREDIT TECHNOLOGY SYSTEMS 

   (PHILIPPINES) INC. 

11.ACS TRADING VIETNAM CO.,LTD. 

12.AEON INSURANCE BROKERS (HK)     

LIMITED  

(注)1. 上記会社の事業年度末日は12月31

日であります。 

(注)2. 連結財務諸表作成にあたっては、

各社の事業年度末日に基づく財務

諸表を使用しております。 

    なお、連結決算日までの期間に生

じた重要な取引について調整を行

ったうえ連結しております。 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

①有価証券 その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同    左 

  （時価のないもの） 

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

（時価のないもの） 

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

  (表示方法の変更） 

 従来、「営業貸付金」に含めて表示して

おりました提出会社が保有する信託受託権

のうち、優先劣後等のように質的に分割さ

れている場合や信託受益権の保有者が多数

となるものについては、「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第10号）及び「金融商品会計に関

する実務指針」（日本公認会計士協会 会

計制度委員会報告第14号）の改正に伴い、

有価証券として取扱うことになったことか

ら、当連結会計年度より「投資有価証券」

に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度末の「投資有価証

券」に含まれる当該信託受益権の額は

10,633百万円であります。また、前連結会

計年度末の「営業貸付金」に含まれる当該

信託受益権の額は6,165百万円でありま

す。  

  

②デリバティブ 時価法によっております。 同    左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

    

①有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法によってお

ります。 

主な資産の経済的耐用年数として、提出会

社では下記の年数を採用しております。  

   器具備品   3～15年 

同    左 

②無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（5年以内）に基づ

く定額法によっております。 

同    左 

(3）繰延資産の処理方法 社債の償還までの期間にわたり利息法によ

り償却しております。 

同    左 

  



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

    

①貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、一

般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ過去

の貸倒実績等を勘案して定めた一定の基準

により算出した必要額を計上しておりま

す。 

同    左 

②賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額の

うち当連結会計年度に対応する負担額を計

上しております。 

同    左 

③役員賞与引当金 役員に対する賞与に備え、支給見込額を計

上しております。 

  同    左   

④ポイント制度引当金 提出会社及び一部の在外子会社が実施する

ポイント制度において、カード会員に付与

したポイントの使用により発生する費用負

担に備え、当連結会計年度末における将来

使用見込額を計上しております。 

同    左 

⑤利息返還損失引当金 将来の利息返還の請求に備え、過去の返還

実績等を勘案した必要額を計上しておりま

す。 

同    左 

⑥退職給付引当金 提出会社は、従業員の退職給付に備え、当

連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認められる額

を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

提出会社及び国内子会社は、従業員の退職

給付に備え、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

(5）収益の計上基準     

①総合あっせん     

（イ）加盟店手数料 提出会社及び一部の在外子会社は、加盟店

への立替払実行時に一括して計上しており

ます。一部の在外子会社は、残債方式によ

る発生主義に基づき計上しております。 

同    左 

（ロ）顧客手数料 提出会社及び在外子会社は、残債方式によ

る期日到来基準に基づき計上しておりま

す。 

同    左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

②個品あっせん     

（イ）加盟店手数料 提出会社及び一部の在外子会社は、加盟店

への立替払実行時に一括して計上しており

ます。一部の在外子会社は、残債方式によ

る発生主義に基づき計上しております。 

同    左 

（ロ）顧客手数料 提出会社は、均分法による期日到来基準に

基づき計上しております。在外子会社は、

主として7・8分法による期日到来基準に基

づき計上しております。 

同    左 

③融資 提出会社及び在外子会社は、残債方式によ

る発生主義に基づき計上しております。 

同    左 

(6）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上

しております。 

同    左 

(7）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同    左 

(8）重要なヘッジ会計の方

法 

    

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引

については、特例処理によっております。

同    左 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスク及び

為替変動リスクであり、これに対応するヘ

ッジ手段は金利スワップ・オプション取引

及び通貨スワップ・為替予約取引でありま

す。 

同    左 

③ヘッジ方針 各社が定める規定に基づき、財務活動に係

る金利変動リスク及び為替変動リスクをヘ

ッジする目的に限定してデリバティブ取引

を行っております。 

同    左 

④ヘッジ有効性の評価方

法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額を基礎にして有

効性を評価しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略しております。 

同    左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

(9）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

    

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、資産

に係る控除対象外消費税等は、長期前払消

費税等として投資その他の資産の「その

他」に計上し、法人税法の規定に定める期

間で償却しております。 

同    左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同    左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、

20年以内の均等償却を行っております。金

額が僅少な場合は、発生時に一括償却して

おります。 

同    左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から3ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資でありま

す。 

同    左 



表示方法の変更 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

────────── （連結貸借対照表） 

１．従来、「未収入金」に含めて表示しておりました電子

マネー等の精算代行に係る債権は、取扱高の増加に伴い

重要性が増したため、当社のクレジット事業に係る債権

に準じて当連結会計年度より「立替金」に含めて表示し

ております。なお、当連結会計年度において「立替金」

に含めた電子マネー等の精算代行に係る債権は5,322百

万円であり、前連結会計年度の「未収入金」に含めた電

子マネー等の精算代行に係る債権は831百万円でありま

す。  

２．従来、「未払金」に含めて表示しておりました電子マ

ネー等の精算代行に係る債務は、取扱高の増加に伴い重

要性が増したため、当社のクレジット事業に係る債務に

準じて当連結会計年度において「買掛金」に含めて表示

しております。なお、当連結会計年度において「買掛

金」に含めた電子マネー等の精算代行に係る債務は

6,939百万円であり、前連結会計年度の「未払金」に含

めた電子マネー等の精算代行に係る債務は761百万円で

あります。  

────────── （連結損益計算書） 

  従来、営業収益の「その他の収益」に含めて表示して

おりました電子マネー等の精算代行収益は取扱高の増加

に伴い重要性が増したため、当連結会計年度より「業務

代行収益」として区分掲記しております。 

  また、従来区分掲記しておりました「融資代行収益」

については自社キャッシュディスペンサーの撤去が進

み、重要性が低下したため当連結会計年度より「業務代

行収益」に含めております。 

  なお、当連結会計年度において「業務代行収益」に含

めた精算代行収益は5,981百万円、融資代行収益は161百

万円であり、前連結会計年度の営業収益の「その他の収

益」に含まれる精算代行収益は829百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度 
（平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（平成21年２月20日） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりでありま

す。 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん  248,229

個品あっせん  39,106

合計  287,335

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん  211,117

個品あっせん  34,261

合計  245,378

（2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が614百万円含

まれております。 

（2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が1,244百万円

含まれております。 

（3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が1,543百万円

含まれております。 

（3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が2,954百万円

含まれております。 

（4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の1回払い債権の一部

（76,086百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに売却しております。 

AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC．は、 

Eternal 4 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd.

を通じて割賦売掛金及び営業貸付金の一部

（8,048百万円）を売却しております。 

（4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の1回払い債権の一部

（113,636百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに、カードショッピン

グ（総合あっせん）のリボ払い債権の一部

（30,000百万円）を三菱UFJ信託銀行株式会社に

それぞれ売却しております。 

また、営業貸付金の一部（10,322百万円）をト

ランスバリュー信託株式会社に売却しておりま

す。 

※２．担保に供している資産及び担保付債務は次のとおり

であります。 

（１）担保に供している資産 

※２．担保に供している資産及び担保付債務は次のとおり

であります。 

（１）担保に供している資産 

種類 金額（百万円） 

割賦売掛金  7,803

営業貸付金  12,067

合計  19,870

種類 金額（百万円） 

割賦売掛金  6,825

営業貸付金  10,022

合計  16,848

（２）担保付債務 （２）担保付債務 

  

種類 金額（百万円） 

長期借入金  11,764

種類 金額（百万円） 

長期借入金  10,319



  

前連結会計年度 
（平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（平成21年２月20日） 

※３．関連会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資産は

次のとおりであります。 

※３．関連会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資産は

次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 111百万円 投資有価証券（株式）    133百万円

※４．「その他」には、負ののれん796百万円が含まれて

おります。 

※４．「その他」には、負ののれん531百万円が含まれて

おります。 

５．偶発債務 

  提携金融機関が行っている個人向けローンに係る保証

金額が22百万円あります。 

 なお、上記保証金額には、外貨保証金額6百万円（391

千人民元）が含まれております。 

５．偶発債務 

  提携金融機関が行っている個人向けローンに係る保証

金額が1,002百万円あります。 

 なお、上記保証金額には、外貨保証金額118百万円

（8,900千人民元）が含まれております。 

６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出コ

ミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金の

効率的な調達を行うため、取引銀行数行と当座

貸越契約及び借入コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく借入未実行

残高は次のとおりであります。 

６．当座貸越契約、借入、割引支払コミットメント契約

及び貸出コミットメント契約 

（１）当座貸越契約、借入、割引支払コミットメント

契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金の

効率的な調達を行うため、取引銀行等と当座貸

越契約、借入、割引支払コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に基づく未実

行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入コミットメ

ント極度額 
50,670百万円 

借入実行額 2,542百万円 

差引：借入未実行残高 48,127百万円 

当座貸越及びコミットメント

極度額 
239,655百万円 

実行額   105,478百万円 

差引：未実行残高    134,176百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、クレジット

カード業務に附帯するキャッシング業務等を行

っております。当該業務における貸出コミット

メントに係る貸出未実行残高は次のとおりであ

ります。 

（２）貸出コミットメント契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、クレジット

カード業務に附帯するキャッシング業務等を行

っております。当該業務における貸出コミット

メントに係る貸出未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出コミットメント総額 5,273,598百万円 

貸出実行額 438,616百万円 

差引：貸出未実行残高 4,834,981百万円 

貸出コミットメント総額 5,463,603百万円 

貸出実行額 425,535百万円 

差引：貸出未実行残高 5,038,067百万円 

なお、上記には、流動化の対象とした債権に係

る金額を含んでおります。 

また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する審

査が貸出の条件となっているため、必ずしも全

額が貸出実行されるものではありません。 

なお、上記には、流動化の対象とした債権に係

る金額を含んでおります。 

また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する審

査が貸出の条件となっているため、必ずしも全

額が貸出実行されるものではありません。 



（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

※１      ─────────── ※１．固定資産売却益の内容は次の通りであります。 

 器具備品 27百万円 

※２．     ─────────── ※２．貸金業法改正による上限金利引き下げ等のビジネス

環境の変化を受け、当連結会計年度において新債権

管理システムの構築、与信管理の見直し等を行い、

これらに対応したデータの集計を行う体制が整備さ

れたことを契機に、貸倒引当金の見積り方法の見直

しを行いました。この見直しに伴う期首時点におけ

る従来の方法との差額6,564百万円を特別損失に計

上しております。 

※３．ＣＤ（キャッシュディスペンサー）に係る除却損失

及び撤去費用等であります。 

※３．ＣＤ（キャッシュディスペンサー）に係る除却損失

及び撤去費用等であります。 

※４．固定資産売却損の内容は次の通りであります。  

 建物 7百万円 

 その他 1百万円 

  合計 9百万円 

※４．     ─────────── 

  ５．部門別取扱高   ５．部門別取扱高 

(注)電子マネー「ＷＡＯＮ」の発行が開始されたこ

とにより、今後、精算代行業務が増加すること

が見込まれるため、従来は取扱高に含めていな

かった電子マネー等の精算代行額を当連結会計

年度から取扱高（その他）に含めております。

なお、前連結会計年度の精算代行額は7,106百

万円であります。   

総合あっせん 1,874,219百万円 

個品あっせん 53,598百万円 

融資 694,898百万円 

融資代行 89,705百万円 

その他 44,303百万円 

 合計 2,756,725百万円 

(注)従来、取扱高（その他）に含めていた電子マネ

ー等の精算代行額は取扱増加に伴い重要性が増

したため、当連結会計年度より「業務代行」と

して区分掲記しております。また、融資代行業

務については、自社キャッシュディスペンサー

の撤去が進み、重要性が低下したため当連結会

計年度より12,052百万円を取扱高から除いてお

ります。なお、前連結会計年度の精算代行額は

30,567百万円であります。 

総合あっせん 2,109,905百万円 

個品あっせん 49,050百万円 

融資 655,488百万円 

業務代行    225,908百万円 

その他 33,673百万円 

 合計 3,074,025百万円 



前連結会計年度（自平成19年2月21日 至平成20年2月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加77,969株は、エー・シー・エス・ファイナンス㈱の吸収合併に対する反対株主

の株式買取り請求による76,800株の増加及び単元未満株式の買取りによる1,169株の増加であり、減少の333株は単元

未満株式の買増請求による売渡であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  156,967,008  －  －  156,967,008

合計  156,967,008  －  －  156,967,008

自己株式         

普通株式 （注）  52,769  77,969  333  130,405

合計  52,769  77,969  333  130,405

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月15日 

定時株主総会 
普通株式  3,922  25 平成19年2月20日 平成19年5月16日 

平成19年10月4日 

取締役会 
普通株式  2,353  15 平成19年8月20日 平成19年10月18日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年4月21日 

取締役会 
普通株式  3,920

繰越利益 

剰余金 
 25 平成20年2月20日 平成20年4月28日 



当連結会計年度（自平成20年2月21日 至平成21年2月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加2,128株は単元未満株式の買取りであり、減少の710株は単元未満株式の買増請求による

売渡しであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  156,967,008  －  －  156,967,008

合計  156,967,008  －  －  156,967,008

自己株式         

普通株式 （注）  130,405  2,128  710  131,823

合計  130,405  2,128  710  131,823

区分 新株予約権の内訳  

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計 

年度末残高 

（百万円） 

前連結会計 

年度末 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末  

提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権 
－  －  －  －  －  25

合計 －  －  －  －  －  25

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年4月21日 

取締役会 
普通株式  3,920  25 平成20年2月20日 平成20年4月28日 

平成20年10月8日 

取締役会 
普通株式  2,352  15 平成20年8月20日 平成20年10月22日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成21年4月15日 

取締役会 
普通株式  3,920

繰越利益 

剰余金 
 25 平成21年2月20日 平成21年4月27日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年2月20日現在) （平成21年2月20日現在)

現金及び預金 17,499百万円 

預入期間が3ヶ月超及び担保に供し

ている定期預金 
△1,746百万円 

現金及び現金同等物 15,753百万円 

現金及び預金 61,033百万円 

預入期間が3ヶ月超及び担保に供し

ている定期預金 
△831百万円 

現金及び現金同等物 60,202百万円 



（リース取引関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具  103  60  43

器具備品  1,947  1,265  682

ソフトウェア  168  130  37

計  2,219  1,456  763

  
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具  160  54  105

器具備品  977  659  317

ソフトウェア  103  94  8

計  1,241  809  431

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 413百万円

1年超 362百万円

合計 776百万円

1年以内 232百万円

1年超 206百万円

合計   438百万円

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 655百万円

減価償却費相当額 630百万円

支払利息相当額 13百万円

支払リース料 421百万円

減価償却費相当額    395百万円

支払利息相当額   7百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年以内 1,514百万円

１年超 878百万円

合計 2,392百万円

１年以内      1,078百万円

１年超    873百万円

合計      1,952百万円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同    左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に償還されたその他有価証券 

   

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  種類 

前連結会計年度（平成20年２月20日） 当連結会計年度（平成21年２月20日）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

株式  1,925  9,848  7,923  1,224  2,695  1,471

小計  1,925  9,848  7,923  1,224  2,695  1,471

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

株式  1,781  1,219  △561  2,033  1,250  △783

小計  1,781  1,219  △561  2,033  1,250  △783

合計  3,707  11,068  7,361  3,258  3,946  688

前連結会計年度 
（自平成19年２月21日 至平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自平成20年２月21日 至平成21年２月20日） 

売却額（百万円) 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円) 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 1,182  1,182  －  10,873  9,430  －

前連結会計年度 
（自平成19年２月21日 至平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自平成20年２月21日 至平成21年２月20日） 

償還額（百万円) 
償還益の合計額 
（百万円） 

償還損の合計額 
（百万円） 

償還額（百万円) 
償還益の合計額 
（百万円） 

償還損の合計額 
（百万円） 

 －  －  －  2,705  2,705  －

種類 
前連結会計年度（平成20年２月20日） 当連結会計年度（平成21年２月20日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券     

信託受益権  10,633  13,333

非上場株式  1,238  761

計  11,872  14,095



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

(1)取引の内容及び利用目的 

当グループは、変動金利支払いの借入金を対象とし

て、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）に

及ぼす影響を回避する目的で、金利関連デリバティブ

取引に該当する金利スワップ取引を利用しておりま

す。 

また、外貨借入金に係る為替レートの変動によるリス

クをヘッジする目的で、通貨スワップ取引を利用して

おります。 

(1)取引の内容及び利用目的 

同    左 

(2)取引に対する取組方針 

当グループは、短期的な売買差益を獲得する目的（ト

レーディング目的）や投機目的のためにデリバティブ

取引を行わない方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 

同    左 

(3)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引に係わる主要なリスクは、市場リス

ク及び信用リスクがあります。このうち市場リスクと

して、当グループは金利変動リスク及び為替変動リス

クを有しております。但し、当グループでは金利関連

のデリバティブ取引については、変動金利の借入金の

金利上昇ヘッジのために利用しており、金利上昇時の

金融コストを軽減する効果を有しております。 

また、通貨関連のデリバティブについては、外貨借入

金の為替変動リスクをヘッジする効果を有しておりま

す。 

信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリス

クがありますが、当グループは信用度の高い金融機関

を取引先としており、また、取引先も分散したリスク

管理を行っているため、契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

(3)取引に係るリスクの内容 

同    左 

(4)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引を契約する時は、取引枠・期間・取

引のタイミング等の内容につき、内規に基づいて執行

され、取引を行う部門と管理する部門を分離し、取引

内容については、定期的に担当役員、経営会議等に報

告されております。 

(4)取引に係るリスク管理体制 

同    左 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

当連結会計年度末で当グループが契約している金利ス

ワップ取引及び通貨スワップ取引は、ヘッジ会計を適

用しておりますので、「取引の時価等に関する事項」

の記載を省略しております。 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

同    左 

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は

除いております。 

同    左 



（退職給付関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社は、イオン㈱及び同社の主要国内関係会社

で設立している確定給付型の企業年金基金並びに確定

拠出年金制度及び退職金前払制度を設けております。

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び国内子会社は、イオン㈱及び同社の主

要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金

基金並びに確定拠出年金制度及び退職金前払制度を設

けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 ２．退職給付債務及びその内訳 

  （百万円)

退職給付債務  △968

年金資産  594

未積立退職給付債務  △373

未認識数理計算上の差異  295

退職給付引当金  △77

  （百万円)

退職給付債務  △1,193

年金資産  689

未積立退職給付債務  △503

未認識数理計算上の差異  395

退職給付引当金  △108

３．退職給付費用の内訳 ３．退職給付費用の内訳 

  （百万円)

勤務費用  56

利息費用  21

期待運用収益  △11

数理計算上の差異の費用処理

額 
 47

その他（注）  92

退職給付費用  206

  （百万円)

勤務費用  59

利息費用  23

期待運用収益  △12

数理計算上の差異の費用処理

額 
 52

その他（注）  95

退職給付費用  218

 （注）確定拠出年金の掛金支払額、及び退職金前払制度

による従業員に対する前払退職金支払額でありま

す。 

 （注）確定拠出年金の掛金支払額、及び退職金前払制度

による従業員に対する前払退職金支払額でありま

す。 

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配

分方法 

期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.92％

退職給付見込額の期間配

分方法 

期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率  2.05％

数理計算上の差異の処理年数 

   発生の翌連結会計年度より10年 

数理計算上の差異の処理年数 

   発生の翌連結会計年度より10年 



（ストックオプション等関係） 

  前連結会計年度（自平成19年2月21日 至平成20年2月20日） 

  該当はありません。 

  

 当連結会計年度（自平成20年2月21日 至平成21年2月20日） 

1．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費                 25百万円 

  

2．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

  

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成21年3月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

     

②単価情報  

    第１回ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数   当社取締役 12名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数    普通株式 20,000株 

 付与日    平成20年4月21日 

 権利確定条件   

権利行使時においても当社の取締役たる地位を有することを要する。

ただし、当社の取締役を退任した場合であっても、退任日から5年以内

に限って権利行使ができるものとする。 

 対象勤務期間   自平成20年4月21日 至平成20年5月20日 

 権利行使期間    自平成20年5月21日 至平成35年5月20日 

    第１回ストック・オプション 

 権利確定前 (株)   

前連結会計年度末    －

付与    20,000

失効    －

権利確定    20,000

未確定残    －

 権利確定後 (株)   

前連結会計年度末    －

権利確定    20,000

権利行使    －

失効    －

未行使残    20,000

    第１回ストック・オプション 

 権利行使価格 (円)  1

 行使時平均株価 (円)  －

 付与日における公正な評価単価 (円)  1,256



3．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成20年ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以下

のとおりであります。 

①使用した評価技法         ブラック・ショールズ式 

  

②主な基礎数値及び見積方法 

    （注）1．7.5年間（平成12年11月から平成20年4月まで）の株価実績に基づき算定しております。 

2．十分なデータの蓄積がなく、合理的見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使される

ものと推定して見積もっております。 

3．平成20年2月期の配当実績によっております。 

4．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。  

  

4．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

    第１回ストック・オプション 

 株価変動性 (注)1 41.97％ 

 予想残存期間 (注)2 7.5年 

 予想配当 (注)3 40円/株 

 無リスク利子 (注)4 1.07％ 



（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

割賦売掛金及び営業貸付金 1,130百万円

未収収益 1,053百万円

貸倒引当金 12,641百万円

ポイント制度引当金 1,286百万円

未払事業税 192百万円

その他 244百万円

繰延税金資産合計 16,549百万円

割賦売掛金及び営業貸付金 182百万円

未収収益 831百万円

貸倒引当金 13,550百万円

ポイント制度引当金 1,642百万円

未払事業税 286百万円

その他 302百万円

繰延税金資産合計 16,795百万円

(2）固定の部 

繰延税金資産 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

利息返還損失引当金 3,450百万円

有形固定資産 295百万円

長期前払費用 79百万円

その他 335百万円

繰延税金資産小計 4,160百万円

評価性引当額 △143百万円

繰延税金資産合計 4,017百万円

繰延税金負債との相殺 △2,807百万円

繰延税金資産の純額 1,209百万円

利息返還損失引当金 4,822百万円

有形固定資産 240百万円

退職給付引当金 45百万円

その他 292百万円

繰延税金資産小計 5,400百万円

評価性引当額 △149百万円

繰延税金資産合計 5,250百万円

繰延税金負債との相殺 △468百万円

繰延税金資産の純額 4,781百万円

繰延税金負債 繰延税金負債 

在外子会社等一時差異 273百万円

在外子会社の留保利益 159百万円

その他有価証券評価差額金 2,807百万円

繰延税金負債合計 3,240百万円

繰延税金資産との相殺 △2,807百万円

繰延税金負債の純額 433百万円

在外子会社等一時差異 214百万円

在外子会社の留保利益 178百万円

その他有価証券評価差額金 468百万円

繰延税金負債合計 861百万円

繰延税金資産との相殺 △468百万円

繰延税金負債の純額 393百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

受取配当金等の一時差異でない項目 △0.7％

外国税額控除 △0.6％

住民税均等割 0.3％

在外子会社に係る税率差異 △6.6％

連結消去による影響 3.1％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1％

法定実効税率 40.4％

（調整）   

受取配当金等の一時差異でない項目 △0.3％

外国税額控除 △0.9％

住民税均等割 0.3％

在外子会社に係る税率差異 △6.7％

連結消去による影響 3.9％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.8％



 前連結会計年度及び当連結会計年度の事業の種類については、総合あっせん、個品あっせん、融資、サービサ

ー等を核とした「金融サービス事業」と保険代理店事業をはじめとする「その他の事業」に区分しております。

全セグメントの営業収益の合計、営業利益および全セグメント資産の金額の合計額に占める「金融サービス事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

 （注） 在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 

 （注） 在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

国内 
（百万円） 

在外 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業損益           

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  123,263  57,812  181,076  －  181,076

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － （    －）  －

計  123,263  57,812  181,076 （    －）  181,076

営業費用  102,650  45,562  148,212 （    －）  148,212

営業利益  20,612  12,250  32,863  －  32,863

Ⅱ 資産  656,069  216,198  872,267 （  10,206）  862,061

  

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

国内 
（百万円） 

在外 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業損益           

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  121,070  54,936  176,007  －  176,007

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － （    －）  －

計  121,070  54,936  176,007 （    －）  176,007

営業費用  105,842  43,553  149,396 （    －）  149,396

営業利益  15,228  11,382  26,611  －  26,611

Ⅱ 資産  664,789  199,946  864,735 （  10,541）  854,193



【海外営業収益】 

 （注） 海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。なお、在外

の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 

 （注） 海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。なお、在外

の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、中国、インドネシア、フィリピン、ベトナム 

  

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益に占
める割合（％） 

 57,812  181,076  31.9

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益に占
める割合（％） 

 54,936  176,007  31.2



（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成19年2月21日 至平成20年2月20日） 

親会社及び法人主要株主等 

（注）1．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   2．取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

   3．「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりでありま

す。 

マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、㈱コックス（0.8%）、㈱ニューステップ

（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%） 

当連結会計年度（自平成20年2月21日 至平成21年2月20日） 

兄弟会社等 

（注）1．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   2．取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

   3. イオンリテール㈱は平成20年8月21日付で当社親会社であるイオン㈱が営む一切の事業（但し、株式を保有する

会社の事業活動に対する支配・管理及びグループ運営に関する事業を除く）を会社分割により承継致しまし

た。上記取引金額は8月21日以降決算日までの取引高を示しており、当該吸収分割以前の期間におけるイオン㈱

との取引高は含めておりません。 

  

属性 会社等の
名称 住所 資本金 

（百万円） 
事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）
役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

親会社 イオン㈱ 
千葉市 

美浜区 
 199,054

総合小売

業 

直接45.7%

間接 4.6% 

転籍 

3人

兼任 

2人

加盟店

契約 

総合あっせん

収益 
 7,958 買掛金 9,731

個品あっせん

収益 
 0     

属性 会社等の
名称 住所 資本金 

（百万円） 
事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）
役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

親会社

の子会

社 

イオンリ

テール㈱ 

千葉市 

美浜区 
 50,000

総合小売

業 
なし なし 

加盟店

契約 

総合あっせん

収益 
 3,481 買掛金 7,218

業務代行収益  1,839     

個品あっせん

収益 
 0     

支払手数料  1,651     



 （注）１．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

1株当たり純資産額 1,040円97銭 

1株当たり当期純利益 112円52銭 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

1株当たり純資産額      1,036円35銭 

1株当たり当期純利益    94円29銭 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 
94円28銭 

  
前連結会計年度末 

（平成20年２月20日） 
当連結会計年度末 

（平成21年２月20日） 

純資産の部の合計額（百万円）  183,336  181,901

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 20,074  19,365

（うち少数株主持分） 

（うち新株予約権）  

 

 

(20,074)

(－)

 

 

(19,340)

(25)

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
 163,262  162,535

普通株式の発行済株式数（株）  156,967,008  156,967,008

普通株式の自己株式数（株）  130,405  131,823

1株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株） 
 156,836,603  156,835,185

  
前連結会計年度 

(自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日) 

1株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  17,653  14,788

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  17,653  14,788

普通株式の期中平均株式数（株）  156,885,982  156,836,039

      

潜在株式調整後1株当たり当期利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  16,707

（うち新株予約権）  －  (16,707)

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  



５．個別財務諸表 
(1）貸借対照表 

  

    
前事業年度 

（平成20年２月20日） 
当事業年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金      5,817      46,965   

２．割賦売掛金 ※1    217,971      182,591   

３．営業貸付金 ※1    382,698      375,312   

４．立替金      2,397      7,540   

５．前払費用      608      334   

６．繰延税金資産      16,077      16,278   

７．未収入金      13,497      17,236   

８．未収収益      5,783      5,228   

９．その他      1,524      923   

貸倒引当金      △42,673      △45,676   

流動資産合計      603,702  92.4    606,733  91.8

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物    1,194      1,124     

減価償却累計額    720  473    737  387   

(2）車両運搬具    6      6     

減価償却累計額    2  4    3  3   

(3）器具備品    9,546      7,267     

減価償却累計額    6,498  3,048    4,629  2,638   

有形固定資産合計      3,525  0.5    3,029  0.5



  

    
前事業年度 

（平成20年２月20日） 
当事業年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア      5,490      8,370   

(2）電話加入権      38      38   

無形固定資産合計      5,529  0.9    8,408  1.3

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券      22,459      17,804   

(2）関係会社株式      9,234      9,414   

(3）長期前払費用      5,871      7,361   

(4）差入保証金      1,729      1,206   

(5）繰延税金資産      1,130      4,716   

(6）その他      323      2,113   

投資その他の資産合計      40,748  6.2    42,617  6.4

固定資産合計      49,803  7.6    54,055  8.2

 Ⅲ 繰延資産               

社債発行費      196      157   

繰延資産合計      196  0.0    157  0.0

資産合計      653,702  100.0    660,946  100.0

                



  

    
前事業年度 

（平成20年２月20日） 
当事業年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金 ※2    79,222      89,299   

２．短期借入金      2,150      500   

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

     53,200      47,600   

４．１年以内償還予定の社
債 

     15,000      15,000   

５．未払金      6,220      4,593   

６．未払費用      1,771      1,667   

７．未払法人税等      1,672      3,307   

８．前受収益      280      264   

９．預り金      1,132      3,975   

10．賞与引当金      171      165   

11．役員賞与引当金      45      －   

12．ポイント制度引当金      3,184      4,065   

13．その他      127      256   

流動負債合計      164,178  25.1    170,696  25.9

Ⅱ 固定負債               

１．社債      105,000      90,000   

２．長期借入金      231,600      241,300   

３．退職給付引当金      77      111   

４．利息返還損失引当金      8,540      11,936   

５．その他      1,703      1,809   

固定負債合計      346,922  53.1    345,157  52.2

負債合計      511,100  78.2    515,853  78.1



  

    
前事業年度 

（平成20年２月20日） 
当事業年度 

（平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金      15,466  2.4    15,466  2.3

２．資本剰余金               

(1）資本準備金    17,046      17,046     

(2）その他資本剰余金    6      6     

資本剰余金合計      17,053  2.6    17,052  2.5

３．利益剰余金               

(1）利益準備金    3,687      3,687     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金    75,995      75,995     

繰越利益剰余金    26,476      32,394     

利益剰余金合計      106,158  16.2    112,077  17.0

４．自己株式      △218  △0.0    △219  △0.0

株主資本合計      138,460  21.2    144,377  21.8

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価 
差額金 

     4,141  0.6    691  0.1

評価・換算差額等合計      4,141  0.6    691  0.1

Ⅲ 新株予約権      －  0.0    25  0.0

純資産合計      142,601  21.8    145,093  21.9

負債純資産合計      653,702  100.0    660,946  100.0

                



(2）損益計算書 

  

  

  
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益               

１．総合あっせん収益    38,462      44,191     

２．個品あっせん収益    11      10     

３．融資収益    79,235      63,837     

４．業務代行収益    －      6,142     

５．融資代行収益    1,205      －     

６．償却債権回収益    546      498     

７．その他の収益 ※1  2,012      2,500     

８．金融収益               

受取利息    56  121,530  100.0  34  117,216  100.0

Ⅱ 営業費用               

１．販売費及び一般管理費               

(1）広告・販売促進費    9,344      9,260     

(2）ポイント制度引当金繰
入額 

   3,184      4,065     

(3）貸倒損失    75      57     

(4）貸倒引当金繰入額    26,730      18,106     

(5）利息返還損失引当金繰
入額 

   6,469      9,765     

(6）役員報酬    137      149     

(7）従業員給与賞与    9,727      9,930     

(8）福利厚生費    2,513      2,591     

(9）賞与引当金繰入額    171      165     

(10）役員賞与引当金繰入額    45      －     

(11）退職給付費用    206      215     

(12）通信交通費    8,097      8,632     

(13）租税公課    2,408      2,411     

(14）賃借料    2,675      2,565     

(15）ＣＤ運営費    1,970      304     

(16）支払手数料    11,377      14,878     

(17）カード発行費    3,344      3,642     

(18）減価償却費    2,747      3,211     

(19）システム運用費    1,521      2,299     

(20）その他    3,206  95,954  79.0  4,076  96,328  82.2

                



  

  

  
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

２．金融費用               

(1）支払利息    5,824      6,339     

(2）その他    66  5,890  4.8  467  6,807  5.8

営業費用合計      101,844  83.8    103,135  88.0

営業利益      19,685  16.2    14,080  12.0

Ⅲ 営業外収益               

１．受取配当金 ※2  2,835      2,286     

２．その他    16  2,851  2.3  5  2,292  2.0

Ⅳ 営業外費用               

１．固定資産除却損    37      －     

２．事務所撤去費用    126      8     

３．為替差損    97      74     

４．その他    0  261  0.2  0  83  0.1

経常利益      22,275  18.3    16,289  13.9

Ⅴ 特別利益               

１．関係会社株式売却益    1,300      －     

２．投資有価証券売却益    873      9,294     

３．投資有価証券償還益    －      2,605     

４．固定資産売却益 ※3  －  2,174  1.8  27  11,927  10.1

Ⅵ 特別損失               

１．貸倒引当金繰入額 ※4  －      6,564     

２．キャッシュディスペン
サー撤去関連損失 

※5  1,253      1,033     

３．投資有価証券評価損    －      618     

４．ソフトウェア除却損    11      －     

５．その他    －  1,265  1.0  24  8,240  7.0

税引前当期純利益      23,184  19.1    19,977  17.0

法人税、住民税及び事
業税 

   11,207      9,233     

法人税等調整額    △2,129  9,078  7.5  △1,448  7,784  6.6

当期純利益      14,106  11.6    12,192  10.4

                



(3）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自平成19年2月21日 至平成20年2月20日） 

  

  

株主資本
評価・
換算 

差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

資本
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計 

特別
償却 
準備 
金 

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金 

前事業年度末残高
（百万円）  15,466  17,046  6 17,053 3,687 6 65,995 28,639 98,328  △90  130,758 5,638 136,396

事業年度中の変動
額                           

別途積立金の 
積立             10,000 △10,000 -    -   -

剰余金の配当               △6,276 △6,276    △6,276   △6,276

特別償却準備金
の取崩           △6   6 -    -   -

当期純利益               14,106 14,106    14,106   14,106

自己株式の取得                    △128  △128   △128

自己株式の処分      0 0            0  0   0

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

                      △1,497 △1,497

事業年度中の変動
額合計（百万円）  -  -  0 0 - △6 10,000 △2,163 7,830  △128  7,701 △1,497 6,204

当事業年度末残高
（百万円）  15,466  17,046  6 17,053 3,687 - 75,995 26,476 106,158  △218  138,460 4,141 142,601



当事業年度（自平成20年2月21日 至平成21年2月20日） 

  

  

株主資本
評価・ 
換算 
差額等 

新株
予約権 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 資本

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計 別途

積立金 

繰越
利益 

剰余金 

前事業年度末残高
（百万円）  15,466  17,046  6 17,053 3,687 75,995 26,476 106,158 △218  138,460  4,141 － 142,601

事業年度中の変動
額                           

剰余金の配当             △6,273 △6,273    △6,273     △6,273

当期純利益             12,192 12,192    12,192     12,192

自己株式の取得                 △2  △2     △2

自己株式の処分      △0 △0         1  0     0

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

                     △3,450 25 △3,425

事業年度中の変動
額合計（百万円）  －  －  △0 △0 － － 5,918 5,918 △1  5,917  △3,450 25 2,491

当事業年度末残高
（百万円）  15,466  17,046  6 17,052 3,687 75,995 32,394 112,077 △219  144,377  691 25 145,093



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（子会社株式及び関連会社株式） 

移動平均法による原価法 

（子会社株式及び関連会社株式） 

同    左 

  （その他有価証券） 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

（その他有価証券） 

・時価のあるもの 

同    左 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  （表示方法の変更）  

 従来、「営業貸付金」に含めて表示して

おりました信託受益権のうち、優先劣後等

のように質的に分割されている場合や信託

受益権の保有者が多数となるものについて

は、「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 企業会計基準第10号）及

び「金融商品会計に関する実務指針」（日

本公認会計士協会 会計制度委員会報告第

14号）の改正に伴い、有価証券として取扱

うことになったことから、当事業年度より

「投資有価証券」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当事業年度末の「投資有価証券」

に含まれる当該信託受益権の額は10,633百

万円であります。また、前事業年度末の

「営業貸付金」に含まれる当該信託受益権

の額は6,165百万円であります。  

  

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法によっております。 同    左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

    

(1）有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法 

主な資産の経済的耐用年数として、下記の

年数を採用しております。 

   器具備品   3～15年 

同    左 

(2) 無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（5年以内）に基づく

定額法によっております。 

同    左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費は社債の償還までの期間にわた

り利息法により償却しております。 

同    左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

同    左 



  

項目 
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

６．引当金の計上基準     

(1）貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、一

般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ過去

の貸倒実績等を勘案して定めた一定の基準

により算出した必要額を計上しておりま

す。 

同    左 

(2）賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額の

うち当事業年度に対応する負担額を計上し

ております。 

同    左 

(3）役員賞与引当金 役員に対する賞与に備え、支給見込額を計

上しております。 

同    左 

(4）ポイント制度引当金 当社が実施するポイント制度において、カ

ード会員に付与したポイントの使用により

発生する費用負担に備え、当事業年度末に

おける将来使用見込額を計上しておりま

す。 

同    左 

(5）利息返還損失引当金 将来の利息返還の請求に備え、過去の返還

実績等を勘案した必要額を計上しておりま

す。 

同    左 

(6）退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業年度から費

用処理することとしております。 

同    左 

７．収益の計上基準     

(1）総合あっせん     

①加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上し

ております。 

同    左 

②顧客手数料 残債方式による期日到来基準に基づき計上

しております。 

同    左 

(2）個品あっせん     

①加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上し

ております。 

同    左 

②顧客手数料 均分法による期日到来基準に基づき計上し

ております。 

同    左 

(3）融資 残債方式による発生主義に基づき計上して

おります。 

同    左 



  

項目 
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同    左 

９．ヘッジ会計の方法     

(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引

については、特例処理によっております。

同    左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスクであ

り、これに対応するヘッジ手段は金利スワ

ップ及び金利オプション取引であります。

同    左 

(3) ヘッジ方針 当社の規定に基づき、財務活動に係る金利

変動リスクをヘッジする目的に限定してデ

リバティブ取引を行っております。 

同    左 

(4) ヘッジ有効性の評価方

法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両

者の変動額を基礎にして有効性を評価して

おります。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

同    左 

10．消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は、長期前払消費税等として投資その他の

資産の「その他」に計上し、法人税法の規

定に定める期間で償却しております。 

同    左 



表示方法の変更 

  

前事業年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

────────── （貸借対照表） 

１．従来、「未収入金」含めて表示しておりました電子マ

ネー等の精算代行に係る債権は取扱高の増加に伴い重要

性が増したため、当社のクレジット事業に係る債権に準

じて当事業年度より「立替金」に含めて表示しておりま

す。なお、当事業年度において「立替金」に含めた電子

マネー等の精算代行に係る債権は5,322百万円であり、

前事業年度の「未収入金」に含めた電子マネー等の精算

代行に係る債権は831百万円であります。 

２．従来、「未払金」に含めて表示しておりました電子マ

ネー等の精算代行に係る債務は取扱高の増加に伴い重要

性が増したため、当社のクレジット事業に係る債務に準

じて当事業年度より「買掛金」に含めて表示しておりま

す。なお、当事業年度において「買掛金」に含めた電子

マネー等の精算代行に係る債務は6,939百万円であり、

前事業年度の「未払金」に含めた電子マネー等の精算代

行に係る債務は761百万円であります。  

  （損益計算書） 

  従来、営業収益の「その他の収益」に含めて表示して

おりました電子マネー等の精算代行収益は取扱高の増加

に伴い重要性が増したため、当事業年度より「業務代行

収益」として区分掲記しております。 

  また、従来区分掲記しておりました「融資代行収益」

については自社キャッシュディスペンサーの撤去が進

み、重要性が低下したため当事業年度より「業務代行収

益」に含めております。 

  なお、当事業年度において「業務代行収益」に含めた

精算代行収益は5,981百万円、融資代行収益は161百万円

であり、前事業年度の営業収益の「その他の収益」に含

まれる精算代行収益は829百万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成20年２月20日） 

当事業年度 
（平成21年２月20日） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん  217,883

個品あっせん  87

合計  217,971

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん  182,506

個品あっせん  84

合計  182,591

 （２）割賦売掛金の売却取引 

 当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の1回払い債権の一部（76,086百万

円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポレーシ

ョンに売却しております。 

 （２）割賦売掛金の売却取引 

 当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の1回払い債権の一部（113,636百

万円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポレー

ションに、カードショッピング（総合あっせん）のリ

ボ払い債権の一部（30,000百万円）を三菱UFJ信託銀行

株式会社にそれぞれ売却しております。また、営業貸

付金の一部（10,322百万円）をトランスバリュー信託

株式会社に売却しております。 

※２．関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する資産及び負債は次のとおりでありま

す。 

※２．関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する資産及び負債は次のとおりでありま

す。 

買掛金 10,139百万円 買掛金 421百万円

 ３．偶発債務 

（１）保証債務 

提携金融機関が行っている個人向けローンに係

る保証金額が16百万円あります。 

 ３．偶発債務 

（１）保証債務 

提携金融機関が行っている個人向けローンに係

る保証金額が884百万円あります。 

（２）経営指導念書等 

主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社と

して各社の健全な財政状態の維持責任を負うこと

等を約した経営指導念書等を金融機関に差入れて

おります。 

なお、上記の経営指導念書等のうち、「債務保証

及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する監

査上の取扱い」（平成11年2月22日 日本公認会

計士協会監査委員会報告第61号）に基づく保証類

似行為に該当するものはありません。 

（２）経営指導念書等 

同     左 



  

前事業年度 
（平成20年２月20日） 

当事業年度 
（平成21年２月20日） 

４．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出コ

ミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行数行と当座貸越契約及び借入コミットメン

ト契約を締結しております。これらの契約に基づ

く借入未実行残高は次のとおりであります。 

４．当座貸越契約、借入、割引支払コミットメント契約

及び貸出コミットメント契約 

（１）当座貸越契約、借入、割引支払コミットメント

契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行等と当座貸越契約、借入、割引支払コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約

に基づく未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入 

コミットメント極度額 
39,700百万円 

借入実行額 750百万円 

差引：借入未実行残高 38,950百万円 

当座貸越及び 

コミットメント極度額 
      230,900百万円 

実行額    100,000百万円 

差引：未実行残高       130,900百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

当社はクレジットカード業務に附帯するキャッ

シング業務等を行っております。当該業務におけ

る貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次

のとおりであります。 

（２）貸出コミットメント契約 

当社はクレジットカード業務に附帯するキャッ

シング業務等を行っております。当該業務におけ

る貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミットメント 

の総額 
4,902,470百万円 

貸出実行額 380,385百万円 

差引：貸出未実行残高 4,522,084百万円 

貸出コミットメント 

の総額 
5,131,170百万円 

貸出実行額 370,683百万円 

差引：貸出未実行残高     4,760,487百万円 

なお、上記には、流動化の対象とした債権に係

る金額を含んでおります。 

また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する審査

が貸出の条件となっているため、必ずしも全額が

貸出実行されるものではありません。 

上記貸出コミットメント契約においては、借入

人の資金使途、信用状態等に関する審査が貸出の

条件となっているため、必ずしも全額が貸出実行

されるものではありません。 



（損益計算書関係） 

  

前事業年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

※１．その他の収益 

 その他の主なものは会員誌購読料580百万円であり

ます。 

※１．その他の収益 

 その他の主なものは会員誌購読料566百万円であり

ます。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次の

とおり含まれております。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次の

とおり含まれております。 

受取配当金 2,713百万円 受取配当金     2,145百万円

※３．     ───────── ※３．固定資産売却益の内容は次の通りであります。 

器具備品 27百万円

※４．     ───────── ※４．貸金業法改正による上限金利引き下げ等のビジネス

環境の変化を受け、当事業年度において新債権管理

システムの構築、与信管理の見直し等を行い、これ

らに対応したデータの集計を行う体制が整備された

ことを契機に、貸倒引当金の見積り方法の見直しを

行いました。この見直しに伴う期首時点における従

来の方法との差額6,564百万円を特別損失に計上し

ております。 

※５．ＣＤ（キャッシュディスペンサー）に係る除却損失

及び撤去費用等であります。 

※５．ＣＤ（キャッシュディスペンサー）に係る除却損失

及び撤去費用等であります。 

 ６．部門別取扱高  ６．部門別取扱高 

 （注）電子マネー「WAON」の発行が開始されたこと

により、今後、精算代行業務が増加すること

が見込まれるため、従来は取扱高に含めてい

なかった電子マネー等の精算代行額を当事業

年度から取扱高（その他）に含めておりま

す。なお、前事業年度の精算代行額は7,106

百万円であります。 

総合あっせん 1,791,784百万円

個品あっせん 135百万円

融資 499,006百万円

融資代行 89,705百万円

その他 30,597百万円

合計 2,411,229百万円

 （注）従来、取扱高（その他）に含めていた電子マ

ネー等の精算代行額は取扱増加に伴い重要性

が増したため、当事業年度より「業務代行」

として区分掲記しております。また、融資代

行業務については、自社キャッシュディスペ

ンサーの撤去が進み、重要性が低下したため

当事業年度より12,052百万円を取扱高から除

いております。なお、前事業年度の精算代行

額は30,567百万円であります。 

総合あっせん   2,030,898百万円

個品あっせん    116百万円

融資     484,447百万円

業務代行 225,908百万円

その他 1,103百万円

合計  2,742,474百万円



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自平成19年2月21日 至平成20年2月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加77,969株は、エー・シー・エス・ファイナンス㈱の吸収合併に対する反対株主

の株式買取り請求による76,800株の増加及び単元未満株式の買取りによる1,169株の増加であり、減少の333株は単

元未満株式の買増請求による売渡であります。 

当事業年度（自平成20年2月21日 至平成21年2月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加2,128株は単元未満株式の買取りであり、減少の710株は単元未満株式の買増請求による

売渡しであります。 

  

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  52,769  77,969  333  130,405

合計  52,769  77,969  333  130,405

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  130,405  2,128  710  131,823

合計  130,405  2,128  710  131,823



（リース取引関係） 

  

前事業年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具  103  60  43

器具備品  1,862  1,211  650

ソフトウェア  91  72  18

合計  2,057  1,344  713

  
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具  158  53  105

器具備品  903  611  291

ソフトウェア  76  70  5

合計  1,137  734  402

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 379百万円

1年超 345百万円

 合計 725百万円

1年内 213百万円

1年超 195百万円

 合計 408百万円

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 619百万円

減価償却費相当額 596百万円

支払利息相当額 12百万円

支払リース料 375百万円

減価償却費相当額 349百万円

支払利息相当額 6百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算出しております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

（５）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分については、利息

法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

1年内 35百万円

1年超 19百万円

 合計 55百万円

1年内 25百万円

1年超 6百万円

 合計 31百万円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同    左 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（注）上記の子会社株式は、以下のとおりであります。 

（１）前事業年度  ①AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. ②AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC. 

③AEON CREDIT SERVICE (M) BERHAD 

なお、AEON CREDIT SERVICE (M) BERHADは、平成19年12月12日にマレーシア証券取引所に上場した

ため、当事業年度より含めております。 

（２）当事業年度  ①AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD. ②AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC. 

③AEON CREDIT SERVICE (M) BERHAD  

  

前事業年度（平成20年２月20日） 当事業年度（平成21年２月20日） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式  3,949  39,016  35,067  3,949  18,107  14,158

合計  3,949  39,016  35,067  3,949  18,107  14,158



（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

割賦売掛金及び営業貸付金 1,130百万円

未収収益 1,053百万円

貸倒引当金 12,342百万円

ポイント制度引当金 1,286百万円

未払事業税 161百万円

その他 102百万円

繰延税金資産合計 16,077百万円

割賦売掛金及び営業貸付金 182百万円

未収収益 831百万円

貸倒引当金 13,255百万円

ポイント制度引当金 1,642百万円

未払事業税 253百万円

その他 113百万円

繰延税金資産合計 16,278百万円

(2）固定の部 

繰延税金資産 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

利息返還損失引当金 3,450百万円

有形固定資産 294百万円

長期前払費用 79百万円

その他 257百万円

繰延税金資産小計 4,080百万円

評価性引当額 △143百万円

繰延税金資産合計 3,937百万円

繰延税金負債との相殺 △2,807百万円

繰延税金資産の純額 1,130百万円

利息返還損失引当金 4,822百万円

有形固定資産 237百万円

退職給付引当金 45百万円

その他 230百万円

繰延税金資産小計 5,334百万円

評価性引当額 △149百万円

繰延税金資産合計 5,184百万円

繰延税金負債との相殺 △468百万円

繰延税金資産の純額 4,716百万円

繰延税金負債 繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 2,807百万円

繰延税金負債合計 2,807百万円

  繰延税金資産との相殺 △2,807百万円

繰延税金負債の純額 －百万円

その他有価証券評価差額金 468百万円

繰延税金負債合計 468百万円

  繰延税金資産との相殺 △468百万円

繰延税金負債の純額 －百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因 

法定実効税率 40.4％ 法定実効税率 40.4％

（調整） （調整） 

受取配当金等の一時差異でない項目 △1.0％

外国税額控除 △0.9％

住民税均等割 0.4％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.2％

受取配当金等の一時差異でない項目 △0.4％

外国税額控除 △1.3％

住民税均等割 0.4％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.0％



 （注）１．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日） 

1株当たり純資産額 909円24銭 924円97銭 

1株当たり当期純利益 89円92銭 77円74銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益 

 潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 
77円73銭 

  
前事業年度末 

（平成20年２月20日） 
当事業年度末 

（平成21年２月20日） 

純資産の部の合計額（百万円）  142,601  145,093

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 －  25

（うち新株予約権）  (－)  (25)

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
 142,601  145,068

普通株式の発行済株式数（株）  156,967,008  156,967,008

普通株式の自己株式数（株）  130,405  131,823

1株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株） 
 156,836,603  156,835,185

  
前事業年度 

(自 平成19年２月21日 
至 平成20年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成20年２月21日 
至 平成21年２月20日) 

1株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  14,106  12,192

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  14,106  12,192

普通株式の期中平均株式数（株）  156,885,982  156,836,039

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  16,707

（うち新株予約権）  －  (16,707)

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  



記載が可能になり次第、別途開示いたします。  

  

  

６．その他 
(1）役員の異動 
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